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本日の御議論
 一般的な財物と異なり、容易に貯蔵できない電力の瞬時瞬時の需給バランスを確保す
るための仕組みとして、2016年４月の小売全面自由化を機に、従来の実同時同量制
度に代わる計画値同時同量制度が導入された。

 新たな制度の下では、発電事業者や小売事業者が実需給前に提出する計画と実際の
発電・需要実績との差分（インバランス）を、一般送配電事業者が調整力電源を用い
て調整する一方、調整に要する費用については、卸電力取引所の価格をベースとしたイ
ンバランス料金を通じて回収される。

 しかしながら、新制度の運用開始以降、実需給後に決まるインバランス料金の水準を見
据えつつ、作為的にインバランスを発生させる事業者の存在など、新たな課題が顕在
化。このため、昨年10月にインバランス料金制度の一部見直しが行われた。

 見直し後の制度運用状況については、引き続き注意深く見ていく必要があるが、インバラ
ンス調整を担う一般送配電事業者においては、新制度の下でインバランス収支（インバ
ランス料金収入-調整力コスト）に不均衡が生じているとの課題もある。

 こうした中で、2020年の開設に向けた需給調整市場の詳細設計が進められており、本
日は、効率的かつ安定的な需給バランス確保に向けた現行制度の課題を整理の上、
需給調整市場開設後のインバランス料金制度の在り方等に関する今後の検討の基本
的方向性について、御議論いただく。



１．計画値同時同量とインバランス料金
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（参考）インバランス精算の仕組み
 一般送配電事業者は、発電事業者やディマンドレスポンス（DR）事業者から調達した
調整力を用いて、需給バランス調整を実施。
※2016年度から調整力の調達は公募によって行われており、2020年度以降、新たに開設される需給調整
市場を通じて調達されることとなっている。

 これらの一般送配電事業者が行使した調整力のコスト（需給バランス調整に直接寄与
する可変費用）は、インバランス料金を通じて発電・小売事業者から回収される（固定
費および電源持替え可変費は託送料金を通じて回収）。

不足インバランス
発生者

（小売事業者、発電者）
一般送配電
事業者

調整力提供者
（発電者、
ＤＲ提供者）

託送料金
（基本料金）E円/kW
（従量料金）F円/kWh

余剰インバランス
発生者

（小売事業者、発電者）

（kW料金）C円/kW

（kWh料金）D円/KWh

インバランス料金
（従量）A円/KWh

インバランス料金
（従量）B円/KWh

小売事業者

インバランス供給のために用いら
れるのは託送料金の一部分の
み。

インバランス補給

インバランス買取

調整力提供

（参考）調整力コストに関連したお金の流れ



インバランス精算単価の算定方法
 インバランス精算の単価は、卸電力取引所における市場価格をベースとしつつ、全国大の
インバランス発生量が余剰のときは市場価格より低めに、不足のときは市場価格より高め
になるような調整項を用いて算定されており、昨年10月に算定方式が一部見直された。

α：系統全体の需給状況に応じた調整項
β：各地域ごとの需給調整コストの水準差を反映する調整項
（β＝当該地域の年平均の需給調整コスト－全国の年平均の需給調整コスト）

インバランス精算単価＝スポット市場価格と時間前市場価格の30分毎の加重平均値×α＋β
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北海道 東 北 東 京 中 部 北 陸 関 西 中 国 四 国 九 州 沖 縄
2016年度 -0.25 -0.29 2.63 1.75 -3.90 1.84 -0.60 -1.76 1.54 -0.97
2017年度 0.23 -0.31 1.22 0.62 -1.97 0.52 -0.05 -0.90 0.19 0.41

<2016年4月~2017年9月>

α：変動幅を制限する激変緩和措置の程度を軽減
（算定に用いる入札曲線の両端除外幅を２０％から３％に変更）
β：地域ごとの市場価格差を反映する調整項に変更
（β＝精算月の全コマにおけるエリアプライスとシステムプライスの差分の中央値）

北海道 東 北 東 京 中 部 北 陸 関 西 中 国 四 国 九 州 沖 縄
2017年10月 3.91 0.00 0.00 -0.36 -0.36 -0.36 -0.36 -0.36 -0.52 0.00 

<2017年10月~>



（参考）上限値・下限値の設定方法 第9回制度設計WG(2014.10)
事務局資料 一部改変
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２．現行制度の運用状況
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課題④ 需要変動を踏まえた需給バランス調整：時間前市場
 卸電力取引所の時間前市場は、実需給の前日から計画提出締切り（ゲートクロー
ズ：１時間前）までの需要予測の変動への対応等に活用されるが、その市場規模は、
総需要の0. 1～0.8%程度で推移。

 インバランス絶対量の規模（全体で総需要の10%程度）に照らすと、需給バランスの
確保に時間前市場が十分に活用されているとは言いがたい状況。
(時間前市場の約定量はインバランス量の1～7%程度で推移)

(出所)JEPX公表市場データ、広域機関所有インバランス実績データ

時間前市場約定量とインバランス量に対する割合
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３．今後の検討の基本的方向性
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需給調整市場開設後のインバランス料金の在り方
 2016年に導入された現行のインバランス料金は、需給調整市場開設までの過渡的な
ものと位置付けられており、これまでの運用において、一般送配電事業者が調整力コスト
を十分に回収できていないとの課題や、系統利用者に対して必ずしも需給調整の円滑
化に向けた適切なインセンティブとなっていないとの課題が顕在化している。

 そうした中で、現在、制度検討作業部会において、2020年の開設を目指して需給調
整市場の詳細制度設計の議論が行われている。

 需給調整市場開設後は、調整力調達の場が市場に移行することを踏まえたインバラン
ス料金の設定が求められることになり、制度検討作業部会においても、以下を基本として
インバランス料金の在り方の検討を進めるべきとされている。
①一般送配電事業者が調整力コストを過不足なく回収できるものであること
②系統利用者に対して需給調整の円滑化に向けた適切なインセンティブとなること

 このため、2020年の需給調整市場開設を見据え、海外の先行事例を参照しつつ、現
行制度の諸課題に対応した新たなインバランス料金制度の在り方について、検討を行っ
ていく。

 なお、現行制度の諸課題のうち、需給調整市場開設を待たずに対応可能なものについ
ては、順次対応を行っていくこととする。
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需給調整市場の創設
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新たなインバランス料金の在り方を巡る論点①
 需給調整市場開設後のインバランス料金の在り方については、今後、以下の論点を
中心に検討を深めていくこととしてはどうか。

【一般送配電事業者における調整力コストの過不足ない回収】
（マクロの収支均衡）
 一般送配電事業者の調整力コストは、インバランス料金を通じて全額過不足なく回収できる仕組みと
すべきとの考え方がある一方、系統利用者に適切なインセンティブを与える仕組みとするためには、一定
の過不足はやむを得ないの考え方もあるが、どのように考えるか。

（ミクロの収支均衡）
 ３０分ごとに変動する調整力コストについて、各時間帯ごとにインバランス料金を通じて過不足なく回
収する仕組みと、一定期間を通じて総じて過不足なく回収する仕組みが考えられるが、どのように考え
るか。

【系統利用者に対する需給調整の円滑化に向けた適切なインセンティブ】
（系統全体の需給バランス）
 需給調整市場の価格をそのままインバランス料金単価に反映する方法と、系統全体の需給バランスの
偏りが是正されるよう、例えば、全体として余剰の場合に、余剰側に傾くことの経済合理性を減じるた
め、市場価格より安価なインバランス料金単価とする方法が考えられるが、どのように考えるか。

 仮に系統全体として余剰の場合に需給調整市場の価格より安価なインバランス料金単価とする場
合、既に不足インバランスを生じている事業者に対し、更に不足インバランスを増加させるインセンティブ
となることについて、どのように考えるか。
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新たなインバランス料金の在り方を巡る論点②
（事業者の特性）
 インバランスの主な発生要因となる発電事業者の発電の不調と小売事業者の需要変動とでは、その
頻度や規模、回避可能性等に差異があると考えられるところ、こうした事業特性を踏まえてインバランス
料金単価に差を設けることについて、どのように考えるか。

 事業規模が小さいほど相対的にインバランス量の規模（比率）が大きく、また、新規に参入して事業
経験の乏しい事業者ほど相対的に計画策定の熟練度が低いと考えられるところ、こうした事業特性を
踏まえてインバランス料金単価に差を設けることについて、どのように考えるか。

 インバランスを過度に発生させる事業者あるいは頻繁に発生させる事業者に対し、インバランス料金単
価にペナルティ的要素を加えることについて、どのように考えるか。




